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 富山県旅館業法施行規則等の一部を改正する規則を次のように定め、公布する。 

  令和２年12月７日 

                    富山県知事 新  田  八  朗  

富山県規則第61号 

   富山県旅館業法施行規則等の一部を改正する規則 

 （富山県旅館業法施行規則の一部改正） 

第１条 富山県旅館業法施行規則（昭和33年富山県規則第22号）の一部を次のよう 

 に改正する。 

  第２条第２項第１号中「書類」を「書類。」に改め、同号に次のただし書を加 

 える。 

    ただし、法第３条第１項の許可を受けて旅館業を営む者（以下「営業者」 

   という。）が当該旅館業を譲渡したときは、当該旅館業を譲り受けた者は、 

   カ及びキに掲げる書類のうち記載事項に変更がないものについては、当該書 

   類の添付を省略することができる。 

  第２条第２項第１号に次のように加える。 
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   ケ ただし書の規定の適用を受ける場合にあつては、当該営業を譲り受けた 

    ことを証する書類 

  第２条第２項第２号中「次に掲げる書類」を「次に掲げる書類。」に改め、同 

 号に次のただし書を加える。 

    ただし、営業者が当該旅館業を譲渡したときは、当該旅館業を譲り受けた 

   者は、前号カ及びキに掲げる書類のうち記載事項に変更がないものについて 

   は、当該書類の添付を省略することができる。 

  第２条第２項第２号に次のように加える。 

   オ ただし書の規定の適用を受ける場合にあつては、当該営業を譲り受けた 

    ことを証する書類 

  第３条第４項第１号中「その他被相続人と全ての相続人の関係を証する書類」 

 を「又は不動産登記規則（平成17年法務省令第18号）第 247条第５項の規定によ 

 り交付を受けた同条第１項に規定する法定相続情報一覧図の写し」に改める。 

  様式第１号備考１⑴中「書類」の次に「（営業の譲渡の場合であつて、カ及び 

 キに掲げる書類のうち記載事項に変更がないものについては、当該書類の添付を 

 省略することができる。）」を加え、同様式備考１⑴に次のように加える。 

     ケ 営業の譲渡の場合にあつては、当該営業を譲り受けたことを証す 

      る書類 

  様式第１号備考１⑵中「次に掲げる書類」の次に「（営業の譲渡の場合であつ 

 て、⑴カ及びキに掲げる書類のうち記載事項に変更がないものについては、当該 

 書類の添付を省略することができる。）」を加え、同様式備考１⑵に次のように 

 加える。 

     オ 営業の譲渡の場合にあつては、当該営業を譲り受けたことを証す 

      る書類 

  様式第１号備考２を同様式備考３とし、同様式備考１の次に次のように加える。 

   ２ 営業の譲渡の場合であつて、「営業の種別」及び「特例施設（該当す 

    る場合は、その項目の番号に○印を付ける。）」の欄のうち記載事項に 

    変更がないものについては、当該欄の記載を省略することができる。 

  様式第３号備考⑴中「その他被相続人と全ての相続人の関係を証する書類」を 



  令和２年 12月７日       富 山 県 報       第 4722号  3   

 

 「又は不動産登記規則（平成17年法務省令第18号）第 247条第５項の規定により 

 交付を受けた同条第１項に規定する法定相続情報一覧図の写し」に改める。 

 （富山県理容師法施行規則の一部改正） 

第２条 富山県理容師法施行規則（昭和34年富山県規則第50号）の一部を次のよう 

 に改正する。 
 

様式第３号中 

｢  富山県収入証紙 
 
ちよう付欄 

｣ 

を 

｢  富山県収入証紙 
 
貼付欄 
 ｣ 

に、 

                                      
｢  

同一の場所で現に開設さ 
 
れている美容所の名称 
 

 
 
 
  

  
同一の場所で開設の届出 
 
がされている美容所の開 
 
設予定年月日 
 

 
 

年  月  日 
 
 
」 

 を 
 

｢  
同一の場所で現に美容所 
 
が開設されている場合は､ 
 
当該美容所の名称 
 

 
 
 
 

 
  

同一の場所で美容所の開 
 
設の届出がされている場 
 
合は、当該美容所の開設 
 
予定年月日 
 

 
 

年  月  日 
 
 

」 

 に改め、同様式備考１中「添付書類」の次に「（営業の譲渡の場合であつて、⑴ 

 から⑶までに掲げる書類のうち記載事項に変更がないものについては、当該書類 

 の添付を省略することができる。）」を加え、同様式備考１に次のように加える。 

    ⑸ 営業の譲渡の場合にあつては、当該営業を譲り受けたことを証する 

     書類 

  様式第３号備考２中「「同一の場所で開設の届出がされている美容所の開設予 

 定年月日」欄」を「「同一の場所で美容所の開設の届出がされている場合は、当 

 該美容所の開設予定年月日」欄」に改め、同様式備考に次のように加える。 
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   ３ 営業の譲渡の場合であつて、「管理理容師」、「理容師」、「その他 

    の従業者」、「同一の場所で現に美容所が開設されている場合は、当該 

    美容所の名称」及び「同一の場所で美容所の開設の届出がされている場 

    合は、当該美容所の開設予定年月日」欄のうち記載事項に変更がないも 

    のについては、当該欄の記載を省略することができる。 

  様式第６号備考２中「戸籍謄本」の次に「又は不動産登記規則（平成17年法務 

 省令第18号）第 247条第５項の規定により交付を受けた同条第１項に規定する法 

 定相続情報一覧図の写し」を加える。 

 （富山県美容師法施行規則の一部改正） 

第３条 富山県美容師法施行規則（昭和34年富山県規則第51号）の一部を次のよう 

 に改正する。 
 

様式第３号中 

｢  富山県収入証紙 
 
ちよう付欄 

｣ 

を 

｢  富山県収入証紙 
 
貼付欄 

｣ 

に、 

 
｢  

同一の場所で現に開設さ 
 
れている理容所の名称 
 

 
 
 
  

  
同一の場所で開設の届出 
 
がされている理容所の開 
 
設予定年月日 
 

 
 

年  月  日 
 
 
」 

 を 
 

｢  
同一の場所で現に理容所 
 
が開設されている場合は､ 
 
当該理容所の名称 
 

 
 
 
 

 
  

同一の場所で理容所の開 
 
設の届出がされている場 
 
合は、当該理容所の開設 
 
予定年月日 
 

 
 

年  月  日 
 
 

」 

 に改め、同様式備考１中「添付書類」の次に「（営業の譲渡の場合であつて、⑴ 
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 から⑶までに掲げる書類のうち記載事項に変更がないものについては、当該書類 

 の添付を省略することができる。）」を加え、同様式備考１に次のように加える。 

    ⑸ 営業の譲渡の場合にあつては、当該営業を譲り受けたことを証する 

     書類 

  様式第３号備考２中「「同一の場所で開設の届出がされている理容所の開設予 

 定年月日」欄」を「「同一の場所で理容所の開設の届出がされている場合は、当 

 該理容所の開設予定年月日」欄」に改め、同様式備考に次のように加える。 

   ３ 営業の譲渡の場合であつて、「管理美容師」、「美容師」、「その他 

    の従業者」、「同一の場所で現に理容所が開設されている場合は、当該 

    理容所の名称」及び「同一の場所で理容所の開設の届出がされている場 

    合は、当該理容所の開設予定年月日」欄のうち記載事項に変更がないも 

    のについては、当該欄の記載を省略することができる。 

  様式第６号備考２中「戸籍謄本」の次に「又は不動産登記規則（平成17年法務 

 省令第18号）第 247条第５項の規定により交付を受けた同条第１項に規定する法 

 定相続情報一覧図の写し」を加える。 

 （富山県クリーニング業法施行規則の一部改正） 

第４条 富山県クリーニング業法施行規則（昭和26年富山県規則第24号）の一部を 

 次のように改正する。 

  様式第１号中「富山県収入証紙ちよう付欄」を「富山県収入証紙貼付欄」に改 

 め、同様式に備考として次のように加える。 

  備考 

   １ 営業の譲渡の場合にあつては、当該営業を譲り受けたことを証する書 

    類を添付すること。 

   ２ 営業の譲渡の場合であつて、「クリーニング所の構造及び設備の概要」 

    に係る書類の記載事項に変更がないときは、当該書類の添付を省略する 

    ことができる。 

   ３ 営業の譲渡の場合であつて、「クリーニング師」、「従事者数」、 

    「洗濯物の受取及び引渡しのみを行うクリーニング所にあつては、その 

    旨」及び「クリーニング業法第３条第３項第５号に規定する洗濯物を取 
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    り扱わないクリーニング所にあつては、その旨」の欄のうち記載事項に 

    変更がないものについては、当該欄の記載を省略することができる。 

  様式第２号に備考として次のように加える。 

  備考 

   １ 営業の譲渡の場合にあつては、当該営業を譲り受けたことを証する書 

    類を添付すること。 

   ２ 営業の譲渡の場合であつて、「営業区域」、「業務用車両の構造の概 

    要」、「クリーニング師」、「従事者数」及び「クリーニング業法第３ 

    条第３項第５号に規定する洗濯物を取り扱わない無店舗取次店にあつて 

    は、その旨」の欄のうち記載事項に変更がないものについては、当該欄 

    の記載を省略することができる。 

  様式第４号備考２中「戸籍謄本」の次に「又は不動産登記規則（平成17年法務 

 省令第18号）第 247条第５項の規定により交付を受けた同条第１項に規定する法 

 定相続情報一覧図の写し」を加える。 

 （富山県公衆浴場法施行規則の一部改正） 

第５条 富山県公衆浴場法施行規則（昭和23年富山県規則第55号）の一部を次のよ 

 うに改正する。 

  第７条第２項各号列記以外の部分に次のただし書を加える。 

   ただし、浴場業を営む者（以下「営業者」という。）が当該浴場業を譲渡し 

  たときは、当該浴場業を譲り受けた者は、第２号及び第３号に掲げる書類のう 

  ち記載事項に変更がないものについては、当該書類の添付を省略することがで 

  きる。 

  第７条第２項に次の１号を加える。 

  ⑺ ただし書の規定の適用を受ける場合にあつては、当該営業を譲り受けたこ 

   とを証する書類 

  第８条第２項中「添付する省令第２条第２項第１号に規定する」を「は、」に、 

 「は、必要に応じ、被相続人とすべての相続人の関係を証する書類に代えること 

 ができる」を「又は不動産登記規則（平成17年法務省令第18号）第 247条第５項 

 の規定により交付を受けた同条第１項に規定する法定相続情報一覧図の写しを添 
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 付する」に改める。 

  第11条第１項中「浴場業を営む者（以下「営業者」という。）」を「営業者」 

 に改める。 

  様式第１号備考２中「添付書類」の次に「（営業の譲渡の場合であつて、⑵及 

 び⑶に掲げる書類並びに「営業施設の構造設備等の概要」に係る書類のうち記載 

 事項に変更がないものについては、当該書類の添付を省略することができる。）」 

 を加え、同様式備考２に次のように加える。 

    ⑻ 営業の譲渡の場合にあつては、当該営業を譲り受けたことを証する 

     書類 

  様式第１号備考３を同様式備考４とし、同様式備考２の次に次のように加える。 

   ３ 営業の譲渡の場合であつて、「公衆浴場の種類」の欄に係る記載事項 

    に変更がないときは、当該欄の記載を省略することができる。 

  様式第２号備考２中「（被相続人とすべての相続人の関係を証する書類に代え 

 ることができる。）」を「又は不動産登記規則（平成17年法務省令第18号）第 

  247条第５項の規定により交付を受けた同条第１項に規定する法定相続情報一覧 

 図の写し」に改める。 

 （富山県興行場法施行規則の一部改正） 

第６条 富山県興行場法施行規則（昭和59年富山県規則第41号）の一部を次のよう 

 に改正する。 

  第２条第２項各号列記以外の部分に次のただし書を加える。 

   ただし、法第２条第１項の許可を受けて興行場営業を営む者（以下「営業者」 

  という。）が当該興行場営業を譲渡したときは、当該興行場営業を譲り受けた 

  者は、第２号に掲げる書類のうち記載事項に変更がないものについては、当該 

  書類の添付を省略することができる。 

  第２条第２項に次の１号を加える。 

  ⑸ ただし書の規定の適用を受ける場合にあつては、当該営業を譲り受けたこ 

   とを証する書類 

  第３条第１項中「興行場営業を営む者（以下「営業者」という。）」を「営業 

 者」に改め、同条第２項第１号中「等被相続人とすべての相続人の関係を証する 
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 書類」を「又は不動産登記規則（平成17年法務省令第18号）第 247条第５項の規 

 定により交付を受けた同条第１項に規定する法定相続情報一覧図の写し」に改め 

 る。 

  様式第１号備考を次のように改める。 

  備考 

   １ 添付書類（営業の譲渡の場合であつて、⑵に掲げる書類のうち記載事 

    項に変更がないものについては、当該書類の添付を省略することができ 

    る。） 

    ⑴ 興行場の周囲 200メートル以内の見取図 

    ⑵ 興行場の各階平面図及び断面図 

    ⑶ 興行場又はその敷地が申請者以外の者の所有である場合は、これら 

     の所有者の承諾書 

    ⑷ 申請者が法人（地方公共団体を除く。）である場合は、定款又は寄 

     附行為の写し及び法人の登記事項証明書 

    ⑸ 営業の譲渡の場合にあつては、当該営業を譲り受けたことを証する 

     書類 

   ２ 営業の譲渡の場合であつて、「興行場の種別」及び「興行場の構造設 

    備の概要」の欄のうち記載事項に変更がないものについては、当該欄の 

    記載を省略することができる。 

   ３ 申請者が氏名を自署する場合は、押印を省略することができる。 

  様式第２号備考２中「等被相続人とすべての相続人の関係を証する書類」を 

 「又は不動産登記規則（平成17年法務省令第18号）第 247条第５項の規定により 

 交付を受けた同条第１項に規定する法定相続情報一覧図の写し」に改める。 

 （富山県食品衛生法施行規則の一部改正） 

第７条 富山県食品衛生法施行規則（平成12年富山県規則第32号）の一部を次のよ 

 うに改正する。 

  様式第４号備考１中「添付書類」の次に「（営業の譲渡の場合であって、⑴か 

 ら⑷までに掲げる書類及び「営業設備の概要」に係る書類のうち記載事項に変更 

 がないものについては、当該書類の添付を省略することができる。）」を加え、 
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 同様式備考１⑴中「周囲 100メートル以内」を「の付近」に改め、同様式備考１ 

 ⑶中「水質検査成績書」の次に「の写し」を加え、同様式備考１に次のように加 

 える。 

    ⑸ 営業の譲渡の場合にあっては、当該営業を譲り受けたことを証する 

     書類 

  様式第５号備考⑴中「除籍謄本」を「戸籍謄本又は不動産登記規則（平成17年 

 法務省令第18号）第 247条第５項の規定により交付を受けた同条第１項に規定す 

 る法定相続情報一覧図の写し」に改める。 

 （富山県ふぐの取扱いに関する条例施行規則の一部改正） 

第８条 富山県ふぐの取扱いに関する条例施行規則（平成22年富山県規則第35号） 

 の一部を次のように改正する。 

  第16条第３項第５号を削り、同条第４項中「前項の」を「第３項の」に、「前 

 項第１号、第４号及び第５号」を「第３項第１号及び第４号」に改め、同項を同 

 条第６項とし、同条第３項の次に次の２項を加える。 

 ４ 前項の規定にかかわらず、ふぐ処理営業者から当該ふぐ処理営業を譲り受け 

  た者が条例第14条第１項の認証を受けようとする場合であって、前項第２号か 

  ら第４号までに掲げる書類のうち記載事項に変更がないものがあるときは、条 

  例第15条第２項の規則で定める書類は前項に掲げる書類（同項第２号から第４ 

  号までに掲げる書類のうち記載事項に変更がないものを除く。）及び当該ふぐ 

  処理営業を譲り受けたことを証する書類とする。 

 ５ 法人が新たに条例第14条第１項の認証を受けようとする場合にあっては、第 

  １項の申請書の提出に併せて、登記事項証明書を提示しなければならない。 

  第24条第２項第１号中「戸籍謄本」の次に「又は不動産登記規則（平成17年法 

 務省令第18号）第 247条第５項の規定により交付を受けた同条第１項に規定する 

 法定相続情報一覧図の写し」を加える。 

  様式第11号備考１⑸を削り、同様式備考５を同様式備考７とし、同様式備考４ 

 を同様式備考６とし、同様式備考３を同様式備考５とし、同様式備考２中「、⑷ 

 及び⑸」を「及び⑷」に改め、同様式備考２を同様式備考４とし、同様式備考１ 

 の次に次のように加える。 
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   ２ 営業の譲渡の場合であって、添付書類の⑵から⑷までに掲げる書類の 

    うち記載事項に変更がないものについては、当該書類の添付を省略する 

    ことができる。この場合においては、当該営業を譲り受けたことを証す 

    る書類を添付すること。 

   ３ 新規認証申請者が法人である場合にあっては、登記事項証明書を提示 

    すること。 

  様式第18号備考１⑵中「戸籍謄本」の次に「又は不動産登記規則（平成17年法 

 務省令第18号）第 247条第５項の規定により交付を受けた同条第１項に規定する 

 法定相続情報一覧図の写し」を加える。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和２年12月15日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正前のそれぞれの規則に定める様式による用紙は、当分の間、 

 所要の調整をして使用することができる。 

                             （生活衛生課）  

 
∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨ 

告     示 
∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨ 

富山県告示第497号 

   指定自立支援医療機関の指定について 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第 

 123号）第54条第２項の規定により、指定自立支援医療機関として次のとおり指定 

したので、同法第69条第１号の規定により公示する。 

  令和２年12月７日 

                    富山県知事 新  田  八  朗  
 

指定自立支援医療機関 
担当すべき自立
支援医療の種類 

病院又は診療所
において担当す
べき医療の種類 

指定年月日 
名 称 所在地 
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いかるぎ薬局 
  

砺波市太田1383 
番地  

精神通院医療 
  

 
  

令和２年12月１日 
  

 

 

富山県告示第498号 

   指定自立支援医療機関の指定について 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第 

 123号）第54条第２項の規定により、指定自立支援医療機関として次のとおり指定 

したので、同法第69条第１号の規定により公示する。 

  令和２年12月７日 

                    富山県知事 新  田  八  朗  
 

指定自立支援医療機関 
担当すべき自立
支援医療の種類 

病院又は診療所
において担当す
べき医療の種類 

指定年月日 
名 称 所在地 

 
かえで薬局 
  

 
氷見市窪667番 
１  

 
精神通院医療 
  

 
  

 
令和２年12月１日 
  

 

 

富山県告示第499号 

   指定自立支援医療機関の指定について 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第 

 123号）第54条第２項の規定により、指定自立支援医療機関として次のとおり指定 

したので、同法第69条第１号の規定により公示する。 

  令和２年12月７日 

                    富山県知事 新  田  八  朗  
 

指定自立支援医療機関 
担当すべき自立
支援医療の種類 

病院又は診療所
において担当す
べき医療の種類 

指定年月日 
名 称 所在地 
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くれよん在宅ク 
リニック  

 
富山市黒崎373 
-2  

 
精神通院医療 
  

 
  

 
令和２年12月１日 
  

 

 

富山県告示第500号 

   道路の供用開始について 

 次のとおり道路の供用を開始するので、道路法（昭和27年法律第 180号）第18条 

第２項の規定により公示する。 

 なお、関係図面は、富山県土木部道路課及び次の縦覧場所において12月７日から 

１箇月間一般の縦覧に供する。 

  令和２年12月７日 

                    富山県知事 新  田  八  朗  
 

道路の種類 
及び路線名 

 
区    間 

 
供用開始の期日 縦覧場所 

県道 
 
安居福野線 

南砺市上川崎 208番２から 
 
南砺市上川崎 205番２まで 

 
 

令和２年12月７日 
 
 

砺波土木
センター 

 
∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨ 

公      告 
∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨ 

公共測量の実施 

 測量法（昭和24年法律第 188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規 

定により、国土交通省北陸地方整備局富山河川国道事務所長から次のとおり公共測 

量を実施する旨の通知があったので、同条第３項の規定により公示する。 

  令和２年12月７日 

                    富山県知事 新  田  八  朗  

１ 作業種類 

  公共測量（航空レーザ測量） 

２ 作業期間 
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  令和２年９月25日から令和３年４月30日まで 

３ 作業地域 

  庄川 

  ・砺波市・高岡市 

 

 

落札者等の公示 

 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政 

令第 372号。以下「特例政令」という。）第12条及び富山県の物品等又は特定役務 

の調達手続の特例を定める規則（平成７年富山県規則第68号）第13条の規定により 

次のとおり公示する。 

  令和２年12月７日 

                    富山県知事 新  田  八  朗  

１ 落札に係る物品等の名称及び数量 

  教育ＮＯＣサービス用インターネット回線及びファイアウォールサービス 一 

 式 

２ 契約に関する事務を担当する室課の名称及び所在地 

  富山県経営管理部情報政策課 富山市新総曲輪１番７号 

３ 落札者を決定した日 

  令和２年10月16日 

４ 落札者の氏名及び住所 

  北陸通信ネットワーク株式会社富山営業所 富山県富山市新桜町５番３号 

５ 落札金額 

  43,956,000円 

６ 契約の相手方を決定した手続 

  一般競争入札 

７ 特例政令第６条の公告を行った日 

  令和２年９月２日 
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